
企業主導型保育事業における今後の方向性の検討（案）

１．経緯等

➤ 企業主導型保育事業は、事業主拠出金を財源に、「子育て安心プラン」等に基づく受け皿整備や
従業員の福利厚生に資することを目的に平成28年度に創設。
➤ その後、概ねその目標を達成したことや待機児童数の全国的な減少傾向を踏まえて、令和４年
度以降、新規募集及び定員増員を行っていないところ。現在、定員減員も実施していない。
➤ 定員充足率は、令和７年１月時点で81.5％（対前年同時期比＋0.7％）で、引き続き微増傾向は
続いているものの、伸びは鈍化してきており（令和6年1月は対前年同期比＋1.4％）、近年の出生
数の減少から中長期的には逓減していくものと考えられる。
➤ そのため、企業主導型保育事業の今後の方向性について検討を進めるもの。

２．近年の状況

➤ 令和６年度男女共同参画白書によると、女性就業率（25～44歳）は、令和５年度には80％を
超え、また、共働き世帯数も増加傾向が続いていることを踏まえれば、本事業に対するニーズも
引き続き存在するものと考えられる。
➤ 他方、企業によっては、自社従業員のニーズの低下等により、設置の役目を終えた施設も
一定数存在するものと考えられる。
➤ 待機児童については、多くの自治体でゼロとなっているものの、待機児童が増加した地域や
数年にわたり一定数の待機児童が生じている地域もあり、一律の状況ではないことに留意。
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４．対応の方向性案

➤ 以上から、事業開始から10年を迎えることも踏まえ、

〇 企業の福利厚生が引き続き存在する施設は、引き続き存続
      ※設置企業の勤務形態に合わせた柔軟な保育の提供が可能

 〇 （事業からの撤退を希望する）役目を終えた施設に対しては、早めに事業からの
 撤退をしやすくする

ことにより、「事業の安定的な運営や適正化」を図っていくことでどうか。
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３．企業主導型保育事業の状況

➤ 本事業の近年の状況（利用児童数や充足率等）の傾向を見る限り、大きい減少傾向や、特定の
地域等に顕著に傾向が表れ始めているといった状況にない。 ※詳細データは別資料のとおり
➤ ただし、児童数全体の減少は確実とみられるため、これに伴う施設や利用児童の減少を見込ん
だ制度設計を現段階から行っていく必要。
➤ その上で、今回の対応案による施設数や定員数の動向を注視しながら、資源の有効活用の観点
から必要な対応は随時検討していく。



企業主導型保育事業の状況など
女性就業率と共働き世帯数の推移
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資料５ 別添

出典：総務省「労働力調査」等を基にこども家庭庁保育政策課で作成

女性の就業率と保育所利用率の推移 共働き世帯数の推移

○ 女性の就業率（25～44歳）は2000年以降上昇傾向にあり、保育園等利用率も上昇。
○ 共働き世帯について、平成30年の69.0％から令和5年度は75.6％まで割合が増加。
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０～５歳人口の推移
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○ ０～５歳人口については、2000年以降、減少し続けており、今後も減少し続ける見込み。
○ 2040年における０～５歳人口については、2020年に対して約80％程度と見込まれている
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直近の状況（定員・利用児童・充足率の分布）
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○ 充足率が80％以上の施設が約67％、逆に30％未満の施設は約３％（休園中含む）
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※本ページ以降のデータは、付記がない限り各年度１月１日時点
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予算額
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○ 令和元年度と比較すると、令和７年度予算は１６％増。
○ 施設数は、令和元年度から令和６年度で１６％増。なお、施設数は令和４年度をピークに減
少傾向。

令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

施設数 3,768 4,035 4,460 4,484 4,446 4,361
（速報値）

施設数

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算額 2,016 2,269 1,929 2,079 2,044 2,307 2,330

※ 単位：億円

基本開所時間
7:30前開始

基本開所時間
20:10以降終了 土曜日 日曜日 土日両日 平日のみ

施設数 1,656 416 4,081 1,358 1,356 363

開所状況

○ 早朝開所は４割、夜間開所は１割、土曜開所は９割以上。
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定員充足率・利用児童数
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○ 令和６年度は、各期において過去最高の充足率。ただし、過去の充足率上昇率と比べると、
鈍化傾向。
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充足率30％未満施設の状況①
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○ コロナ禍の影響もあり令和３年度は大きく増加したが、近年は微減傾向。
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令和５年度140施設における経過年数別の施設数
【経過年数】

【施設数】

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

充足率30％未満の施設数 156 313 146 140
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充足率30％未満施設の状況②
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○ 待機児童が発生している地域でも充足率が低い施設が存在。

【施設数】

【待機児童数】

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

充足率30％未満の施設数 156 313 146 140

115

12 10 3
0

20

40

60

80

100

120

140

なし 10人未満 10～20人未満 20人以上

令和５年度140施設における所在市区町村の待機児童数

※待機児童数は、令和６年４月１日時点
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充足率30％未満施設の状況③
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○ 都道府県単位で充足率をみると、企業主導型保育施設が200施設以上あるような人口が多い都道
府県では、30%未満施設は少ない傾向。
○ 他方、待機児童ゼロの都道府県において必ずしも30％未満施設が多いわけではない。

都道府県 施設数 30％未満施設 割合 待機児童数 都道府県 施設数 30％未満施設 割合 待機児童数

北海道 234 14 6.0% 28 滋賀県 37 0 0.0% 353
青森県 19 2 10.5% 0 京都府 64 4 6.3% 14
岩手県 20 0 0.0% 22 大阪府 484 9 1.9% 111
宮城県 122 5 4.1% 18 兵庫県 267 4 1.5% 256
秋田県 18 1 5.6% 2 奈良県 33 2 6.1% 135
山形県 30 0 0.0% 0 和歌山県 30 0 0.0% 22
福島県 41 0 0.0% 17 鳥取県 21 1 4.8% 0
茨城県 73 5 6.8% 4 島根県 14 1 7.1% 0
栃木県 30 5 16.7% 0 岡山県 79 1 1.3% 31
群馬県 32 2 6.3% 12 広島県 93 3 3.2% 0
埼玉県 141 4 2.8% 241 山口県 47 0 0.0% 14
千葉県 129 9 7.0% 83 徳島県 27 0 0.0% 0
東京都 429 22 5.1% 361 香川県 44 3 6.8% 3
神奈川県 269 10 3.7% 188 愛媛県 46 0 0.0% 0
新潟県 34 2 5.9% 0 高知県 13 1 7.7% 5
富山県 15 0 0.0% 0 福岡県 388 9 2.3% 57
石川県 19 0 0.0% 0 佐賀県 35 1 2.9% 6
福井県 13 0 0.0% 0 長崎県 28 0 0.0% 0
山梨県 35 0 0.0% 0 熊本県 98 1 1.0% 4
長野県 38 0 0.0% 30 大分県 44 2 4.5% 0
岐阜県 74 1 1.4% 1 宮崎県 41 0 0.0% 0
静岡県 110 5 4.5% 16 鹿児島県 157 2 1.3% 12
愛知県 251 4 1.6% 57 沖縄県 117 2 1.7% 356
三重県 35 3 8.6% 108
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従業員枠関係
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○ 従業員枠の児童数は微増傾向が続いているものの、令和５年度では地域枠児童数は減少。

廃止施設・事業譲渡

○各年度、一定数存在するが、令和４年度以降の２年間は微減傾向。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

廃止施設数（とりやめ施設数） 22 47 44 38

事業譲渡数 26 35 27 24

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

従業員枠の児童数 42,294 48,645 52,019 53,413

地域枠の児童数 25,235 29,858 31,752 31,448
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